
  

II   昭和40年代の労働経済
3   物価上昇と賃金・所得構造
(1)   物価変動の特徴

近年におけるわが国の物価上昇の特徴は・消費者物価の上昇が著しい反面,御売物価,輸出物価が安定しているなど各種物価
指数間の変化の差が大きいこと,各物価内部でも品目別の価格変化の相違が大きいことの2点に要約される。

昭和35年～42年(1960～67年)間のGNPデフレーターは年率4.8％の上昇となつたが,これを指数別にみると,卸売物価指数
0.9％増,輸出物価指数が0.5％減と保合いないし微落を示す一方,消費者物価指数は5.7％増と大きな上昇を示している。また,
消費者物価の内部では農水畜産物,中小企業製品,サービスの急上昇に対し耐久消費財は安定している( 第46図)。

このような各種物価指数間の変化の相違,各物価内部での品目別の価格変化の差は,成長経済下にある諸外国にもみられるが,
日本ではそれがとりわけ著しい。以下,この点についての日本の物価変動の特徴を国際比較によって明らかにしてみよう。

第46図 特殊分類別消費者物価上昇率

まず,各物価指数間の変動の相違を消費者物価と卸売物価についてみると,わが国の両者の変動差は外国に比べてかなり大き
い。1960～67年の両指数の上昇率のポイント差をみると,日本4.8,イタリア2.3,西ドイツ2.O,イギリス1.2,アメリカ0.9(各ポイ
ント)と日本がとりわけ大きくなっている。

日本の変動差が大きいのは,卸売物価が安定的であったのに対し,消費者物価の上昇テンポが極めて急速であることによるも
のである。一方,変動差の最も小さいアメリカは両指数とも比較的安定しており,またイギリスも差は小さいが,これは両指数
ともそろって上昇していることの結果である(第22表)。

第22表 主要国の物価指数上昇率
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消費者物価内部においても日本では品目別の変動に著しい差がみられる。消費者物価指数を食料,食料を除く工業製品,サー
ビスの三つにわけてその動きをみると,同じく1960～67年の期間に日本ではサービスの年率7.4％の上昇をトップに食料
6.2％,工業製品3.2％の上昇を示し,サービスと工業製品間には上昇率に年率で4.2ポイントもの開きがある。アメリカでは,
サービスの上昇が最も著しいという順位は日本と共通であるが,サービスと工業製品の開きは1.6ポイントと小さい。イギリ
スやフランスでは三者の上昇率はさらに一層そろっているようにみえる(第23表)。

第23表 主要国の消費者物価の類別上昇率

また,消費者物価の内部で比較的安定している「食料を除く工業製品」を耐久財と非耐久財にわけてみると日本で安定してい
るのは主に耐久財(年率Δ0.5％)であり,非耐久財の方は年率3.4％とかなりの上昇を示している。これに対してアメリカでは
耐久財が微騰している反面,比較的上昇している非耐久財も日本に比べてその上昇率は低く,工業製品内部の価格変動差は日
本に比べ小さい(第24表)。

第24表 工業製品消費者物価(食料を除く)の耐久消費財,非耐久消費財別上昇率の日米比較
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さらに,日米共通して比較的上昇率の高い「サービス」内部の個別品目についてみると,その価格変動にはかなり似通ったも
のがあるが,おおむねわが国が割安だといわれていたようなもの,たとえば理髪,パーマ,鉄道運賃等の上昇テンポの高いごとが
めだっている( 附属統計表第34表 )。

以上は消費者物価内部の動きであるが,卸売物価の内部でもわが国では品目別の価格変動の差が大きい。この変化は,アメリ
カでも生じているが,日本に比べるとはるかに緩やかである。また,品目別上昇率の順位にもたとえば木材,農産物など日本で
は上位にあるものがアメリ力では下位にあり,鉄鋼・金属製品など日本では下位にあるものが逆にアメリカでは比較的上位に
あるなど,両国の生産,市場構造の相違を反映して上昇の順位に差がある(第47図)。

とくに消費生活に密接な農産物と加工食品との関係をみると,アメリカでは農産物価格の上昇が加工食品よりも小さいのに対
し,日本では逆に農産物の価格上昇がきわめて著しくなっている。この傾向は木材についてもうかがえる。

第47図 主要産業別卸売物価上昇率の日米比較

以上のような消費者物価と卸売物価の内部の品目別の変動の相違に共通な事実は,両指数のなかで価格の著しく上昇している
ものが主に小零細経営関係の品目であり,一方,安定ないし下落しているものは主に大企業の工業製品であるということであ
る。

消費者物価と卸売物価の双方に共通な品目だけをとり出し,消費者物価のウエイトでくくってみると,消費者物価と同様に卸
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売物価についても農水畜産物や中小企業製品の上昇率は高く,耐久消費財や大企業製品価格は横ばいまたは下落している(第
48図)。

第48図 共通品目の消費者物価・卸売物価上昇率

これは消費者物価と卸売物価の変動の相違が,主として対象品目(たとえば消費者物価にはサービス品目が含まれるが卸売物
価には含まれず,一方,生産財・投資財は後者に含まれるが前者には含まれない。),指数算定上のウエイトの相違によって生じ
ていることを示している(参考資料11)。

わが国における消費者物価の上昇には日本の消費構造・産業構造を反映して農林水産業・中小企業,サービス業など生産性が
低くその価格上昇が相対的に大きい品目のウェイトが大きいことが基本的な要素となっているといえる。

35年の産業連関表を用いて38年の最終需要によって誘発された労働需要を最終需要項目別にみると,民間消費支出に関連す
る就業者のうち55％は業主,家族従業者で,固定資本形成の場合の20％に比べ小零細経営就業者の比重は著しく高い(第25
表)。

第25表 最終需要項目別就業者構成
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II   昭和40年代の労働経済
3   物価上昇と賃金・所得構造
(2)   物価上昇のメカニズム
1)   労働生産性上昇率の部門間格差

わが国の物価上昇が上に述べたかたちで生じた背景には,

イ)昭和30年代における経済の高成長の過程で労働生産性は急速に上昇したが,産業別などにみると,
部門別の生産性上昇率に開きが生じ農業,サービス業などの低生産性部門がとり残される傾向がみら
れたこと。 

ロ)労働力不足の進展を背景として賃金や所得の平準化要求が強まり,このため低生産性部門におけ
るコスト圧力が増大する傾向を示したが,一方,経済成長に伴う需要の急速な拡大,低生産性部門に多
くみられる価格決定上の制度的支えなどの要因が働いて,これらの部門における価格上昇を可能にし
たことの2点があったと考えられる。 

以下,この点について分析するが,まず労働生産性の産業間の上昇率格差についてみていこう。

わが国の労働生産性上昇率は,国際的に高水準にあるが,これを産業別にみるとその間に大きな格差がみら
れる。もちろん,労働生産性上昇率の産業間格差は外国でもみられるが,その格差の程度の大きいことがわ
が国の特徴である。

第49図 主要国の労働生産性の推移
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わが国全体の労働生産性上昇率は,35年～42年で8.8％と西欧主要国の2％～6％に比べてはるかに大きい
(第49図)。

しかし,産業別にみるとわが国では農林水産業の上昇率が,全体の上昇率よりも低く,欧米諸国で農林水産業
の生産性上昇率がその他の産業を大体において上回っているのと対照的である。また,農林水産業以外の
各部門についてみると,その上昇率は欧米諸国と比べて全体として高くなっているが産業間の格差は外国
よりもはなはだしい( 第26表 )。

第26表 各国の産業別労働生産性上昇率
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とくに物価との関係で重要なことは,消費者物価に占める比重の大きい農林水産業やサービス業の生産性
上昇率がわが国では相対的に低くなっていることである。たとえば第26表にみるとおり労働生産性上昇
率が相対的に低くなっている産業には,建設業・サービス業・運輸業・農林水産業などが含まれている。

サービス業の中でもとくに消費者物価と関連の深い対個人サービス業について最近の動きをみると,機械
化が進んでいるとみられる洗たく業ではかなり着実な生産性上昇がみられるが,その他の業種ではほとん
ど停滞している。ことに,理髪・理容業や衣服裁縫修理業などでは生産性はむしろ低下する傾向があらわ
れている。これは,店舗数の増加や需要の変化などによつて,1店舗あたりの利用者が減少していることを
反映していると思われる(第50図)。

第50図 対個人サービス業(個人企業)の労働生産性
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運輸業の労働生産性上昇率は,35年～40年平均で4.7％であり,これは,たとえばアメリカの4.5％(1959年～
66年平均)と比べても必ずしも低いとはいえない。しかし,全産業平均の上昇率(日本9.9％,アメリカ2.9％)
との関係では,わが国の運輸業の労働生産性上昇率は相対的に低い。

なお,運輸業を業種別にみると自動車貨物運送業の生産性がかなり大きな伸びを示しているのに対し,民公
営鉄道業では上昇率が低く,また,自動車旅客運送業・国有鉄道業も相対的な立ち遅れがみられ,運輸業内部
でもかなり格差がみられる(附属統計表第37表)。
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II   昭和40年代の労働経済
3   物価上昇と賃金・所得構造
(2)   物価上昇のメカニズム
2)   価格の変動と賃金・所得構造の変化
(イ)   価格変動の所得増加への影響

前述のように昭和30年代後半以降の物価上昇は,各部門別の価格が相対的に大きく変化するかたちで生じ
た。物価上昇がこのようなかたちであらわれたのは,基本的には先にみたとおり,生産性上昇率の産業間格
差があり,これに労働力需給ひつ迫による賃金コストの増大圧力や需要拡大などの要因が働いて低生産性
部門の価格を引き上げたためと思われるが,それはまたわが国の所得構造の変化を促進することになっ
た。すなわち,価格上昇が相対的に大きかった部門では,そうでない場合にくらべその分だけ所得の上昇が
大きくなる可能性が生じ,それが各部門間の所得格差を変化させることになった。

価格の相対的変化によって各部門の所得増加がどのように影響をうけているかについてマクロ的に推計
した結果をみると第51図のようになっている。

これは,35年～40年における部門別の実質付加価値額(35年固定価格)のうち,価格が相対的に変化したこと
によつて各部門の実際に受け取る付加価値額が増加または減少した額を示したものである。

これによってみると,価格の相対的変化によって付加価値の受け取りが増加した部門には農林業やサービ
ス業,商業・建設業・運輸業など比較的生産性上昇の小さかった部門が含まれており,化学や機械産業など
の大企業性の産業部門で生産性上昇が著しく価格が相対的に低下した部門ではマイナスとなっている。

価格の相対的変化が低生産性部門の付加価値をより多く増加させることになったため,これらの部門にお
ける所得の増加に対して価格上昇が寄与した割合は30年代後半において高まっている。たとえば,就業者
1人当たり農業所得の増大に農産物価格上昇が寄与した程度をみると,30年代前半(30年～36年)には,年率
5.6％の所得増加のなかで1.9％ポイントにすぎなかったのが30年代後半(36年～42年)には1人当たり農業
所得の15.7％増加のうちの8.1ポイントと約5割が価格上昇による所得上昇となっている(第27表)。

第51図 価格の相対的変化による実質付加価値の増減
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第27表 農業就業者1人当り所得の伸びに対する価格上昇の寄与率

また,サービス業などでもこれと同様の傾向がみられる。いくつかの対個人サービス業をとりあげてみる
と,たとえば,比較的生産性上昇の著しい洗たく業でも従業者1人当たり売上げ高の上昇率(37年度～42年度
平均)7.3％のうち価格上昇要因が2.2ポイントを占めている。さらに理髪,理容業や浴場業のような生産性
上昇の困難な分野では,売上げ高の増大はもっぱら価格引上げに依存している(第28表)。

昭和43年 労働経済の分析



第28表 対個人サービス業(個人企業)の従業者1人当り売上高の伸びに対する価格上昇の寄与率
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II   昭和40年代の労働経済
3   物価上昇と賃金・所得構造
(2)   物価上昇のメカニズム
2)   価格の変動と賃金・所得構造の変化
(ロ)   賃金・所得構造の変化

価格の相対的な変化が上に述べたようなかたちで生じてきた背景には,30年代とくにその後半以降,労働力不足が激し
くなるにつれて農業や中小企業など生産性が低くその上昇率も小さい部門で賃金・所得の平準化の要求が強まり,そ
れが需要の拡大や制度的要因などに支えられて価格上昇を通じてある程度実現されたことがある。30年代後半のわ
が国の賃金・所得構造には,(イ)賃金の規模間・産業間の格差が著しく縮小したこと,(ロ)従来・雇用者所得に比べ相対
的に低かった農業などの業主所得がかなり改善されたことなどの変化がみられた。

まず,賃金の規模別格差を製造業についてみてみると,35年から42年までの数年間にその格差は著しく縮小してきてお
り,アメリカと比べてもあまり大きな差はなくなってきている(第29表)。

第29表 製造業の規模別賃金格差

さらに,これを産業中分類別にみても同様の傾向があらわれている。たとえば,製造業計を100としてその格差をみる
と35年には最低が衣服の51から最高が石油製品の160までの範囲にひろがっていたものが,42年には衣服55から石油
製品142と最高,最低の格差が縮小してきている。これをアメリカと比較すると,最低が衣服58から最高の石油製品お
よび輸送機械128とその格差の程度は日本よりも小さい。しかし,上にみたとおり,日本では格差が急速に縮小した結
果,かなりアメリカのそれに近づいてきている(附属,統計表第38表)。

このような賃金の平準化とならんで雇用者所得と業主所得の関係も後者の改善が相対的に大きいというかたちで変
わってきている。わが国の就業者のなかには,一時的,臨時的就業や内職的就業が多いので,正常の就業状態にあるとみ
られる「男子」の「仕事が主な者」だけをとりだして,全産業平均の雇用者1人当り所得に対する格差をみると,34年
には85％と業主所得が低かったのが年々その格差が縮小し,43年には業主所得が雇用者所得をやや上回るにいたっ
た。

このうち,農林業自営業主所得の全産業平均雇用者所得に対する格差は,40年までは62～65％程度であったが43年には
74％弱と著しい格差縮小を示している(第30表)。

また,非農林業業主所得はもともと雇用者所得よりも高い水準にあったが,最近はむしろその傾向を強めてきている。

第30表 自営業主所得の雇用者所得に対する格差の推移
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自営業主は,経営規模や業種によって所得水準が異なり,また,雇用者についても年齢その他によって賃金水準が異なる
ので,自営業主のなかでもっとも比重の高い35～54才の雇用者所得と従業者規模別の業主所得を比較すると,従業者2
～4人規模の非農林業の業主所得は,43年には中高年の雇用者所得を上回っており,とくに卸売小売業,サービス業では
業主所得がかなり高くなっている(第52図)。

また,農業について経営規模別の農業所得と雇用者所得を比較すると,従来,中高年雇用者の所得を下回っていた1.5～
2.0ヘクタール規模の農業所得がこれを上回るようになってきており,さらにその下の階層(1.0～1.5ヘクタール)につ
いても雇用者所得との格差は縮まってきている( 附属統計表第40表 )。もっとも,農家世帯と勤労者世帯とでは1世帯
当たりの有業人員に差があるので直接的な比較はできないが農業所得が相対的に上昇してきていることは確かであろ
う。

第52図 雇用者所得(35～54才)に対する規模別自営業主所得の格差
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II   昭和40年代の労働経済
3   物価上昇と賃金・所得構造
(3)   物価上昇に対する供給,消費者の適応

以上のように賃金,所得の平準化は,価格変動の部門別相違をつうじて実現されてきたが,品目別の価格変動の相違は,個々の品
目の収益性を変化させて生産者の生産品目の選択を変えると同時に,消費者の消費を高価格品目から低価格品に変える要素
となる。このような需給両面における適応は昭和40年代にはいって,ようやく部分的にあらわれはじめたといえる。

前述のような消費者物価上昇要因が強く働いたと思われる30年代の後半と,最近時点の41～43年のN代の後半と,最近時点の
41～43年の,前期に上昇の著しかった生鮮食料品,加工食料品,対個人サービスの上昇傾向がやや鈍る傾向がみられ,他面価格
決定について制度的な支えが多い米麦,公共料金などの上昇が強まり,また,大企業製品の上昇もやや高くなってきている。こ
れは生鮮食料品などについては供給の増加による需給アンバランスの解消,消費者の適応がある程度あらわれてきことを示
すものと思われる(第53図)。

第53図 特殊分類別消費者物価上昇率の変化
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まず,生鮮食料品のなかの野菜の供給についてみると,たとえばひと頃はげしい価格主昇をみせていた野菜・果実などについ
ては供給量がしだいに増加しはじめ,それにつれて価格上昇率はしだいに安定的になってきている(第31表)。これにはたとえ
ば,はくさい・キャベツ・みかんなどの作付面積や収穫量が着実に増加してきたことが寄与していると思われる。また,鶏
卵・豚肉など生産量の伸びの大きいものの価格も相対的には安定してきている。もっとも生鮮魚介や木材など需要の増大に
もかかわらず自然条件や資源上の制約で供給の適応が進まず,価格が上昇しつづけているものもある(参考資料13)。

第31表 農産物における生産上昇率と価格上昇率
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つぎに需要側の適応をみると,消費者物価の上昇がつづいたため,最近の消費者の態度が価格により敏感となり,価格の著しく
上昇しているような品目を買い控えなるべく低価格品目に代替するという動きが強まってきた。

たとえば,肉類について品目別価格と勤労者世帯当り購入数量の変化をみると,最近,とくに上昇の著しい牛肉の消費は減少し,
そのかわりに比較的価格が安定している豚肉やハム,ソーセージなどへの消費が増加している(第54図)。

第54図 肉類の世帯当り購入数量および価格

また,同じ品目について消費者価格と家計の実際の購入価格とを比較すると,肉類や魚介類の中には,以前とちがって実際の購
入価格の上昇が低いものが多く,これは,価格の上昇に伴なって同じ品目であってもより安い銘柄を選んだり,より安い時期に
購入するという消費者の態度が強まっていることを示している(第32表, 参考資料14)。

このような消費者の消費態度は小売店の選択にもあらわれ,同じ品目なら割高の百貨店よりは,割安のスーパーマーケットで
購入するなどの傾向がみられる。この傾向はたとえば「42年全国物価統計調査」でみると,いわゆるインスタント食品,かん
詰,マーガリンなど加工食品についてとくにいちじるしくなっている(付属統計表第41表)。
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もっともスーパーマーケットの開設状況は,地域によって異なっているので,全国的にみると地域によってその利用率にかな
りの差がみられる。

第32表 消費者物価と実効価格の上昇率
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II   昭和40年代の労働経済
3   物価上昇と賃金・所得構造
(4)   流通費用の問題

以上のように価格上昇に対する供給および需要者側の態度には部分的にではあるが,変化があらわれてい
る。消費者物価の安定について障害となっているといわれる生産者から末端の消費者にいたる流通費用
についても,商業部門の大規模化など若干の改善があらわれているが,しかし現状ではなお問題が多い。

たとえば,昭和35年～42年の物価上昇について,消費者物価と卸売物価の両指数に共通する品目だけをと
り,同じウェイト(消費者物価指数の40年ウェイト)を用いて両指数の上昇率をみると消費者物価指数の上
昇率が卸売物価のそれより高くなっている。

この両者の差は卸売と小売の間に介在する流通費用の変化を意味し,それがこの間増大したため消費者物
価の上昇が大きくなったと考えられる。もっとも,これを時期別にわけてみると最近(40～42年)では逆に
食料品や中小企業製品,繊維品などを中心に消費者物価の伸びが卸売物価よりも低くなってきており,流通
費用が若干ながら低減する傾向もあらわれはじめていると思われる(第33表)。

第33表 共通品目の特殊分類別物価指数の上昇率

わが国の流通費用は産業別などの部門によって商慣習や制度上の相違などからかなり異なっているが,と
くに食料品や繊維,身回り品など消費生活に密接な分野の流通費用が一般に割り高である。たとえば40年
における産業別の商業マージン率を産業連関表から推計してみると部門によってその割合がかなり異
なっているが,食料品製造業や繊維,身の回り品製造業などでは商業マージン率が相対的に大きくなってい
る(付属統計表第42表)。
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また,農産物・魚類・加工食品などについて卸売価格と小売価格との差から流通の末端における流通コス
トを推計してみると,小売価格に対する流通コストの割合は野菜約56％,生鮮魚介類で約46％,加工食品の
場合約30％ととくに前二者が著しく高くなっている(第34表)。

第34表 小売価格に占める流通費用の割合

このように,流通費用が割高になってくるのは,わが国における流通機構が複雑で生産段階から消費までの
経路が長いことと,流通部門に一般に零細企業が多いことにあるとみられる。

たとえば,わが国の商店数を従業者規模別にみると,従業者数1～2人程度の零細企業だけで全体の約6割を
占め,10人未満の小企業が9割をこえている。とくに小売店では零細企業の比重が高くなっている。もっ
とも中小零細企業の構成比は35年から41年にかけてわずかながら低下して大型化の傾向があらわれてき
てはいるが,そのスピードは早いとはいえない。その理由は,需要の拡大や根強い消費慣行などに支えられ
て,小規模,零細な商店の新規開設件数が必ずしも減っていないことにある。最近の新規開設商店数を規模
別にみると,従業員規模が1～2人の商店が商業全体の約7割弱,小売業だけでは約8割に達しており,しかも
このような零細規模商店の増加テンポには大きな変化はみられない(第55図)。新設商店を産業別にみる
と,新設商店数の多い部門としては鉱物,金属材料,機械器具,建築材料などの生産関連部門の卸売業がめだ
つが,衣服・身回り品,食料,飲料といった消費関連部門の新設数もかなり見受けられる。また,小売業では,
飲食料品が圧倒的に多く,小売業の新設数の過半数を占めている。

第55図 小売業の商店数および新規開設商店数の規模別構成比
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消費者物価上昇の要因は複雑でその安定には多面的な対策が必要ではあるが,基本的には前述のように低
生産性部門の構造改善による生産性向上が必要であり,また流通部門の近代化も今後一層促進されねばな
らない。さらに最近の消費者物価上昇の内容からみて,米価や公共料金について慎重な配慮が必要であろ
うし,大企業など生産性上昇の大きい分野の製品については,価格引下げの努力が要請される。
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